
京都市都市計画審議会 第１回都市計画マスタープラン部会 

議事次第 

 

日 時：令和７年７月１６日（水）18:00～ 

場 所：京都市役所 分庁舎 ４階 第４・５会議室 

１ 開   会 

 

２ 委員の紹介 

 

３ 議   事 

（１） 検討の趣旨について 

（２） 京都市や都市計画に関連する動向について 

（３） 検討の視点、構成案等について 

（４） 今後のスケジュールについて 

 

４ 閉   会 
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 資料３－１   次期都市計画マスタープランの検討の視点 

 資料３－２   次期都市計画マスタープランの構成（案） 

 資料３－３   「都市の将来像」等議論のためのたたき台 

 資料３－４   次期市都市計画マスタープランの位置付け 

資料４     次期都市計画マスタープランの検討スケジュール 

参考資料１   現行都市計画マスタープランでの主な取組 

参考資料２   「京都基本構想（仮称）」（案） 

 参考資料３－１ 立地適正化計画（防災指針）について 

 参考資料３－２ 防災指針の概要 
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 森  知 史 京 都 市 住 宅 供 給 公 社 副 理 事 長  

 
山 田 忠 史 

京 都 大 学 経 営 管 理 大 学 院 教 授 

（ 大 学 院 工 学 研 究 科 教 授  併 任 ） 

 

    ◎ 部会長 
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平成１２年３月３１日   

条例第６７号   

京都市都市計画審議会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法に定めるもののほか、京都市都市計画審議会（以下「審

議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員２８人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 （１）  学識経験のある者 １１人以内 

 （２）  市議会議員 １２人以内 

 （３）  国の関係行政機関又は京都府の職員 ３人以内 

 （４）  前３号に掲げるもののほか、本市の区域内に住所を有する者で市長が特に必要と

認めるもの ２人以内 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、第２条第２項第１号に掲げる者につき委嘱された委員のうちから、委員の互

選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（臨時委員） 

第５条 審議会に、特別の事項を調査し、又は審議させるため必要があるときは、臨時委

員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから、市長が委嘱

する。 

３ 臨時委員は、特別の事項に関する調査又は審議が終了したときは、解嘱されるものと

する。 

（専門委員） 

第６条 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置

くことができる。 

２ 専門委員は、専門の知識を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

議事運営資料 
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３ 専門委員は、専門の事項に関する調査が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（招集及び議事） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 審議会は、委員及び議事に関係がある臨時委員（以下「委員等」という。）の過半数

が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員等の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（部会） 

第８条 審議会は、専門の事項を調査し、及び審議させるため必要があると認めるときは、

部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員等又は専門委員をもって組織する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長

が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 京都市都市計画審議会条例（昭和４４年１０月１日京都市条例第２４号）は、廃止す

る。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の日以後最初に市長が委嘱する委員の任期は、第３条第１項本文の規

定にかかわらず、１年とする。 

４ 第７条第１項の規定にかかわらず、最初の審議会は、市長が招集する。 
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平成１２年３月３１日   

規則第１３０号   

京都市都市計画審議会条例施行規則 

（部会） 

第１条 京都市都市計画審議会（以下「審議会」という。）の部会ごとに部会長を置く。 

２ 部会長は、会長が指名する。 

３ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

４ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代理する。 

第２条 部会は、部会長が招集する。 

２ 部会長は、会議の議長となる。 

３ 部会長は、部会の調査又は審議が終了したときは、当該調査又は審議の結果を審議会

に報告しなければならない。 

（庶務） 

第３条 審議会の庶務は、都市計画局において行う。 

（補則） 

第４条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

（関係規則の廃止） 

２ 京都市都市計画審議会条例施行規則（昭和４４年１０月１日京都市規則第１０９号）

は、廃止する。 



4 
 

  

京都市都市計画審議会部会の議事運営について 

 

 

京都市都市計画審議会条例第８条第１項の規定により設置した部会（以下「部会」と

いう。）について、京都市都市計画審議会条例施行規則第４条の規定に基づき、部会の

運営に関し必要な事項を定める。 

 

（議事） 

第１条 部会は、委員の過半数が出席しなければ、部会の会議（以下「会議」という。）

を開くことができない。 

 

（部会の公開） 

第２条 会議は、公開とする。ただし、部会が公開すべきでないと認める場合は、この限

りでない。 

２ 会議の公開は、傍聴を認めることにより行う。 

 

（傍聴の手続） 

第３条 傍聴を希望する者（以下「傍聴希望者」という。）は、傍聴受付締切時刻までに、

傍聴希望受付簿に氏名を記入しなければならない。 

２ 傍聴希望者は、前項の規定による記入をした後は、会場の受付前において部会事務局

職員（以下「職員」という。）の指示に従って整列し、及び待機しなければならない。 

 

（傍聴者の定員） 

第４条 傍聴者の定員は、１０名以上とし、会場の規模に応じてあらかじめ定める。 

２ 傍聴希望者の人数が前項の規定による定員を超えるときは、抽選により傍聴者を決定

する。 

 

（傍聴することができない者） 

第５条 次の各号に該当する者は、傍聴することができない。 

⑴ 酒気を帯びていると認められる者 

⑵ 危険物を携帯している者 

⑶ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカ－ド、旗又はのぼりの類を携帯している者 

⑷ はち巻き、たすき、ゼッケン又はヘルメットの類を着用し、又は携帯している者 

⑸ 楽器、ラジオその他音声を発する機械類を携帯している者 

⑹ 前各号に定めるもののほか、議事を妨害し又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 
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（傍聴者の守るべき事項） 

第６条 傍聴者は、会場にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

⑴ 会議場における言論に対し拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

⑵ 飲食又は喫煙をしないこと。 

⑶ みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 

⑷ 写真の撮影、録画及び録音等をしないこと。 

⑸ 部会長及び職員の指示に従うこと。 

⑹ 前各号に定めるもののほか、会場の秩序を乱し又は議事の妨害となる行為をしないこ

と。 

 

（報道関係者の特例） 

第７条 報道関係者の傍聴については、別に記者席を設けるものとする。 

２ 報道関係者は前条第４号の規定にかかわらず、会議の運営に支障のない範囲で写真の

撮影をすることができる。ただし、録画及び録音については、会議の冒頭に限りするこ

とができる。 

 

（傍聴人の退場） 

第８条 傍聴人は、第２条第１項ただし書の規定により、審議会が会議を非公開とした場

合は、速やかに会場から退場しなければならない。 

 

（違反に対する措置） 

第９条 部会長及び職員は、傍聴者がこの取決めの規定に違反していると認められるとき

は、これを止めるよう命じることができる。 

２ 部会長は、傍聴者が前項の命令に従わないときは、これを退場させることができる。 

３ 職員は、部会長に前項の措置を講じるよう進言することができる。 

 

附 則 

この取決めは、令和７年５月１日から実施する。 
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都市計画マスタープランについて 
 

 

１ 都市計画マスタープランとは 

○ 平成 4年の都市計画法改正により創設された「市町村の都市計画に関する基本

的な方針」（都市計画法第 18 条の 2）。 

○ 市町村が定める都市計画は、この方針に即していなければならない。 
  

《都市計画法における都市計画マスタープランの定義》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 都市計画マスタープランの役割 

○ 住民に最も近い立場にある市町村が、創意工夫の下に住民の意見を反映し、ま

ちづくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、地区別のあるべき市街地像を示す。 

○ 地域別の整備課題に応じた整備方針、地域の都市生活、経済活動等を支える諸

施設の計画等をきめ細かくかつ総合的に定める。 

○ 市町村自らが定める都市計画の方針として定める。 
出典：「都市計画運用指針」（国土交通省）より抜粋 

 
 
３ 京都市都市計画マスタープランの位置付け 

○ 令和７年末までに策定予定の上位計画である「京都基本構想（仮称）」及び「京

都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針」（いわゆる「都市計画区域マスタープラン」）に即して定める。 

 
４ 京都市都市計画マスタープランの対象区域 

○ 都市計画区域外においても市民の生活環境を整え、自然の適正な保全・活用の

考え方を示す必要があることから、計画対象範囲は京都市全域としている。 

資料１－１ 

＜市町村の都市計画に関する基本的な方針＞ 

第 18 条の２ 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する

基本構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の

都市計画に関する基本的な方針（以下この条において「基本方針」という。）を

定めるものとする。  

２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、都

道府県知事に通知しなければならない。  

４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。 
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■現行都市計画マスタープランの位置付け 



 

 

 

次期都市計画マスタープランの策定について 

 

本市では、「京都市基本構想」に示す京都の将来像を、都市計画の観点から肉付

けし、長期的視点に立った都市づくりの将来ビジョンを明確化する「京都市都市計

画マスタープラン（平成１４年５月策定）」（以下「マスタープラン」という。）に

基づく都市づくりを進めている。 

マスタープランでは、都市計画の基本的な考え方として、「都市の持続」「都市の

独自性」「都市の経営」といった点を重視し、「保全・再生・創造」の都市づくりを

基本としながら、都市に活力とにぎわいを生み出す都心部や、定住人口の求心力と

なる周辺部の地域の拠点において、多様な都市機能を集積させるとともに、地域コ

ミュニティを基本とした生活圏の維持・構築を図ることで、京都の都市特性を踏ま

えた「持続可能な都市構造」を目指すこととしている。 

マスタープランの目標年次については、上位計画である「京都市基本構想」に合

わせ、策定から概ね２５年後の令和７年としているが、「京都市基本構想」及び構

想の具体化のための主要施策を示した「京都市基本計画」については、統合のうえ

で「京都基本構想（仮称）」として新たに策定する予定である。 

そこで、新たに策定する上位計画である「京都基本構想（仮称）」を反映しなが

ら、社会経済情勢の変化等を踏まえ、新たな課題への対応を図るため、次期マスタ

ープラン策定に向けた検討を行うこととしている。 

マスタープランの策定にあたっては、立地適正化計画（「京都市持続可能な都市

構築プラン（平成３１年３月策定）」）を統合し、防災の視点を取り込んだ「防災指

針」を加えるほか、社会経済情勢の変化等を踏まえ、新たな課題への対応を図ると

ともに、より円滑かつ効果的な施策展開につながるよう、関連施策との更なる連携

の下、検討を進めていく。 

 

資料１－２ 



京都市基本構想（平成１１（１９９９）年策定
目標年次：令和７（２０２５）年

京都市持続可能な都市構築プラン

京都市都市計画マスタープラン
平成１４（２００２）年策定
目標年次：令和７（２０２５）年）

京都市基本計画（令和３（２０２１）年策定
目標年次：令和７（２０２５）年

次期「都市マス」
令和8(2026)〜
32(2050)年

１ 検討の位置付け

２ 基本的な枠組み

【都市マスの役割】
○都市づくりの将来ビジョンの明確化
○都市計画決定・変更の指針
○都市づくりを進めるための指針
○共汗（パートナーシップ）のまちづくり
の共通の指針

現行「都市マス」

次期総合計画
「京都基本構想（仮称）」

（年内策定予定）

基本構想の具体化のた
めに全市的観点から取
り組む主要な政策を示
す計画

次期都市計画マスタープランの検討の趣旨

次期
「都市マス」

○ 現行の「京都市都市計画マスタープラン（都市マス）」は、
「京都市基本構想」のもと２０２５（令和７）年を目標年次として策定

○ 新たに年内に策定する予定の「京都基本構想（仮称）」との整合が必要

策定検討

次期「都市マス」

【プランの役割】
都市マスに掲げる将来の都市構造の実

現を目指し，都市マスの実効性をより高
める。
○持続可能な都市のあり方やより具体的
な方針の提示

○より適正な土地利用や都市機能の誘導
※目標年次：令和２２（２０４０）年

資料１−３

新京都戦略
令和6(2024)〜 9(2027)年度

新京都戦略

政策を推進
するための
今後の方針

連携

「京都基本構想(仮称)」
令和8(2026)〜
32(2050)年

次期
「基本構想」



■ 都市の将来像
⇒ 京都基本構想（仮称）案の内容を反映
［１］都市計画の理念
［２］都市計画に関する基本的な考え方
（１）メリハリ
（２）まち柄×アップデート
（３）コンパクト×ネットワーク

［３］目標とする都市の将来像

■ テーマ別方針
⇒ 現都市マスを参考にカテゴリーを作成

（１）活力・賑わい
（２）暮らし
（３）文化・景観
（４）安心・安全

■ エリア別指針

巻末
・都市計画マスタープランの構成、位置付け
・都市の動向、各エリアの現状
・策定の経過、用語集
・防災指針 等

現行マスタープラン

参考資料
1 用語集
2 プランの見直しの経過

第１章 都市計画マスタープラン
の前提

1 都市計画マスタープランの
役割と位置付け

2 本書の構成

第６章 地域のまちづくりの推進
1 地域まちづくり構想
2 学術文化交流創造ゾーン

第５章 方面別指針
1 策定の背景
2 方面別指針の役割
3 方面の区分
北部、都心部、東部、南部、
西部

第４章 全体構想
〜都市計画の方針〜

1 土地利用
2 歩くまち
3 景観
4 防災
5 道路
6 公園・緑地
7 市街地整備
8 水・河川
9 その他市民の暮らしを
支える施設

第３章 全体構想
〜都市の将来像〜

1 都市計画に関する
基本的な考え方

2 目標とする都市の姿
3 戦略的な都市づくりの進め方

第２章 都市の動向
1 京都市の特性
2 京都市の現状と動向

次期マスタープラン イメージ

都市計画マスタープラン部会の流れ（案）

■ 実現方策

第１回 第２～３回 第４回 第５回

策定後の動き
都市の動向把握

都市の将来像の
イメージ

エリア別の課題
将来像の議論

実現方策を議論

プラン全体の
議論

都市計画マスタープランの構成

（
パ
ブ
コ
メ
素
案
の
検
討
）

反映

反映

テーマ別の
方針

資料１−４

次
期
都
市
マ
ス
の
構
成

反映

反映

エリア別の議論
の内容を反映

・地域まちづくり構想

・現状の５方面（北部、都心部、東部、
南部、西部）をベースにしながら掲載エ
リアを追加、内容を充実

・都市計画規制の適時適切な見直し
・選択と集中による事業の推進
・多様な主体のまちづくり
・立地適正化計画の活用 等

本日の
論 点

本日の
論 点
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R7
(2025)

R6
(2024)

R5
(2023)

R4
(2022)

R3
(2021)

R2
(2020)

R1
(2019)

H30
(2018)

H29
(2017)

H28
(2016)

H27
(2015)

H26
(2014)

H25
(2013)

H24
(2012)

時代
の潮
流

国の
動向

自然
災害

主な
都市
マス
関連
施策
等

現行都市計画マスタープラン期間の時代変化（直近１５年）

◆都市再生安全確保計画制度(2012.7)

◆立地適正化計画(2014.8)

◆都市農業振興基本計画(2016.5)

◆地域再生法の改正(2020.1)

◆国土強靭化基本法(2013.12)

◆熊本地震(2016.4)

◆大阪府北部地震(2018.6)

◆平成30年7月豪雨(2018.7)

◆台風21,24号(2018.9)
◆台風15号(2019.9)

◆平成26年8月豪雨(2014.8)

◆四条通歩道拡幅事業完了(2015.10)

◆「ロームシアター京都」開館(2016.1)

◆新十条通無料化(2019.4)

現行「都市マス」
第１回見直し（2012.2）

大規模自然災害等への事前防災，
減災，迅速な復興復旧

「京都市持続可能な都市構
築プラン」で制度を活用
（2019.3）

次期「都市マス」
策定の検討

都市農地を，これまでの「宅地がすべき
もの」から，都市に「あるべきもの」と
とらえること明確化

「多世代共生型のまち」への転換
・住宅団地の再生
・空き家を活用した移住促進
・公的不動産の利活用 等

◆新型コロナ◆ＳＤＧｓ(2015.9)
◆「まち・ひと・しごと・こころ京都創生」総合戦略(2015.9)

◆Society5.0(2016.1)

◆真のワーク・ライフ・バランス推進計画(2012.3)

◆京都市レジリエンス戦略(2019.3)

◆台風26号(2013.10)

◆平成25年猛暑(2013.夏)

◆北海道胆振東部地震(2018.9)

◆平成30年猛暑(2018.夏)

◆「京都鉄道博物館」開業(2016.4)

◆用途地域等の見直し
京都駅周辺等(2015.12) ◆用途地域等の見直し

五条通等(2019.12)

◆JR「梅小路京都西駅」誕生(2019.3)

◆都市計画（公園，土地区画整理事業）の見直し(2014.2)
◆「京都水族館」開業(2012.3) ◆「京都市京セラ美術館」

開館(2020.5)

◆向日町上鳥羽線開通(2013.3)

◆都市再生緊急整備地域の区域拡大(2013.7,2015.7)

◆阪急京都線（洛西口駅付近）高架化完成(2016.3)

資料２−２

◆ウォーカブルシティ(2019.6)

◆「持続可能な都市構築
プラン」策定（2019.3）

◆新名神城陽-八幡京田辺開通(2021.4)

◆文化庁移転(2023.3)

◆令和元年東日本台風(2019.10)

◆都市再生特別措置法等の改正

◆地域未来投資促進法(2017.7)
◆物流総合効率化法の改正(2016.10)

・「居心地が良く歩きたく
なる」まちなかの創出

・居住エリアの環境向上 等

現行「都市マス」
第２回見直し（2021.9）

◆能登半島地震(2024.1)

◆能登豪雨 (2024.9)

◆南海トラフ
被害想定
見直し
(2025.3)

◆南海トラフ
臨時情報(2024.8)

◆福島県沖地震(2022.3)

◆夏の平均気温
過去最高(2024.8)

◆ライドシェア始動(2024.4)

◆ロシア、ウクライナへ侵攻(2022.3)

◆新京都戦略策定
(2024.3)

◆新型コロナ規制解除(2023.5)

◆米国相互
関税政策(2025.4)

◆全市的な用途地域等の見直し(2023.4)

◆らくなん進都の都市計画の見直し(2023.11)

◆市庁舎完成（2025.3）
◆京都市立芸術大学移転（2023.10）

◆上下水道局庁舎完成（2022.4）

◆洛西ＮＴ都市計画の見直し(2023.11)

◆都市再生緊急整備地域の
区域拡大(2024.12)

◆向島ＮＴ都市計画の
見直し(2022.7)

◆熱海市伊豆山土石流(2021.7)

◆令和2年7月豪雨(2020.7)
◆令和3年7月豪雨(2021.7)

将
来
予
測
が
難
し
く
不
確
実
性
が
高
い
時
代
に

◆令和4年8月の大雨
(2022.8) ◆令和5年梅雨前線による大雨

及び台風第2号(2023.6)

◆盛土規制法の制定
(2023.5)

◆物流の2024年問題
(2024.4)

◆外国人宿泊客数
初の500万人超え(2023)



次期都市計画マスタープランの検討の視点

〜京都の都市特性を踏まえた「持続可能な都市構造」〜

現行「都市マス」

○京都のブランド性 （京都の都市特性を基礎とするまちづくり）
○地域の多様性 （市域全体の持続性を確保するまちづくり）
○暮らしと活動の機能性（人々の活動を重視するまちづくり）

京都基本構想（仮称）（年内策定予定）
（令和8(2026)〜令和32（2050）年）

広域拠点エリア都心部と周辺部等の
拠点の魅力・活力の向上

地域中核拠点エリア安心安全で快適な
暮らしの確保

日常生活エリア産業の活性化と
働く場の確保

ものづくり産業集積
エリア

京都ならではの
文化の継承と創造

緑豊かなエリア緑豊かな地域の生活・
文化・産業の継承と振興

学
術
文
化
・
交
流
・
創
造
ゾ
ー
ン

〜５つの基本方針と地域分類〜

わたしたち京都市民がめざすまち

１ 歴史と文化を介して人間性を恢復（かいふく）
できるまち

⑴ 本物（ほんまもん）を追究・創造し続ける
⑵ 世界の文化と交流し、新たな文化を創造し続ける
⑶ 「夢中」と「感動」に溢れ、学び続けられる
⑷ 平穏と静寂のもとで自己と世界と深く向き合える

２ 自然への畏敬と感謝の念を抱けるまち

⑴ 謙虚に自然と関わり続ける
⑵ 災害や感染症などの危機からしなやかに立ち直る

３ 自他の生をともに肯定し尊重し合えるまち

⑴ 多層的でゆるやかなつながりが続く
⑵ 支え合いの中で日々の生活を営める
⑶ ひとりひとりの個性や価値観を尊重し合える

①「世界中の国や地域から突き抜けた人材が集まるまち」の視点を追加
「多様で多彩な人々がこのまちと交ざり合う中で生まれる新たな文化

を積極的に受容しながら、日本中・世界中の人々から活動の拠点として
選ばれるまち、また、世界に類を見ない独自の価値を創造し続けるま
ち」としてあるべき姿を追加する。

② エリア別方針の充実
現在の方面別指針をさらに深化させエリア別の特性（「まち柄」）や

それを活かした将来像を示す。

③ 読みやすくシンプルに（構成の見直し）
現在の記載内容を別添の形に分類・整理する。京都市民だけではなく、

世界中の人も共有できる都市マスを目指す。

資料３－１

新京都戦略
（〜令和9（2027）年度）

すべての人に
｢居場所｣と｢出番｣がある

「突き抜ける世界都市 京都」
の実現

出典︓令和７年７月 パブリックコメント資料

〜３つの基本コンセプト〜

京都市持続可能な都市構築プラン（立地適正化計画）

③ 相互につながる個性的な地域の形成
○個性的な地域の形成
○地域をつなぐネットワークの強化
○これからの「暮らしと営み」に

対応したまちづくりの推進

② 都市活力の向上と安心安全・
脱炭素社会を実現する都市構造の形成

○交通拠点を中心とした都市拠点の強化
○地下鉄をはじめとする鉄道やバスなど

の公共交通をはじめとした都市軸の活用
○近隣都市との一体性や相互の効果を

踏まえた都市圏の強化

① 京都市の特性を踏まえた土地利用の
展開

○保全・再生・創造の土地利用
○山間部から市街地内部にかけての段階

的な空間形成
○京都ならではの魅力と都市活力の循環

次期「都市マス」のポイント

○ 「ウェルビーイングなまち」
まち中に夢中になれるものが満ち

あふれ、誰もが幸せを感じ、互いに
つながり、支え合い、生きがいを
持って活躍できる
○「ぬか床のようなまち」

世界中から、京都の価値に共感す
る多彩な人々がつどい、市民、地域、
企業などの多様な主体と交ざり合い、
そのつながりから新たな価値を創造
する
○「世界があこがれる

唯一無二のまち」
日本中、世界中の人々から、住みたい、

働きたい、活躍したいと思われ、選ばれる

〜 新たに策定される京都基本構想（仮称）に合わせて全面的に刷新 〜

連 携



次期 都市計画マスタープランの構成（案）

現行「都市マス」

〜３つの基本コンセプト〜
○京都のブランド性
○地域の多様性 ○暮らしと活動の機能性

資料３－２

京都市持続可能な都市構築プラン（立地適正化計画）

参考資料
1 用語集 2 プランの見直しの経過

第１章 都市計画マスタープランの前提
1 都市計画マスタープランの役割と位置付け
2 本書の構成

第６章 地域のまちづくりの推進
1 地域まちづくり構想
2 学術文化交流創造ゾーン

第５章 方面別指針
1 策定の背景 2 方面別指針の役割
3 方面の区分

第４章 全体構想 〜都市計画の方針〜
1 土地利用 2 歩くまち 3 景観
4 防災 5 道路 6 公園・緑地
7 市街地整備 8 水・河川
9 その他市民の暮らしを支える施設

第３章 全体構想 〜都市の将来像〜

第２章 都市の動向
1 京都市の特性
2 京都市の現状と動向

〜５つの基本方針と地域分類
広域拠点エリア、地域中核拠点エリア、
日常生活エリア、ものづくり産業集積エリア、緑豊かなエリア

1 都市計画に関する基本的な考え方

3 戦略的な都市づくりの進め方

2 目標とする都市の姿

次期「都市マス」

１ 都市の将来像
［１］都市計画の理念 ← 基本構想の要素を追加

［３］目標とする都市の将来像 ← 基本構想の要素を追加

２ テーマ別方針

３ エリア別指針
・現状の５方面（北部、都心部、東部、南部、西部）を

ベースにしながら掲載エリアを追加、内容を充実

巻末
・都市計画マスタープランの構成、位置付け
・都市の動向、各エリアの現状
・策定の経過、用語集
・防災指針 等

４ 実現方策
・都市計画規制の適時適切な見直し
・選択と集中による事業の推進
・多様な主体のまちづくり
・立地適正化計画の活用 等

（１）活力・賑わい
（２）暮らし
（３）文化・景観
（４）安心・安全

［２］都市計画に関する基本的な考え方 ← 基本構想の要素を追加
（１）メリハリ
（２）まち柄×アップデート
（３）コンパクト×ネットワーク

地域まちづくり構想

Ｃ 基本方針

Ｇ 実現手法

Ｄ 具体的な方針

Ｅ 主な施策（施策例）

Ａ 都市の将来像

Ｅ 主な施策（施策例）

Ｈ 現状

Ｆ 地域の将来像

Ｈ 現状

Ｇ 実現手法

Ｂ 全体方針

地域まちづくり構想
1 地域まちづくり構想
2 学術文化交流創造ゾーン

Ｆ 地域の将来像

Ａ 都市の将来像

Ｂ 全体方針

Ｉ その他（構成等）

Ｉ その他

Ｈ 現状

Ｉ その他

Ｆ 地域の将来像

Ａ 都市の将来像

Ｂ 全体方針

Ｃ 基本方針

Ｄ 具体的な方針
Ｅ 主な施策（施策例）

Ｇ 実現手法

立地適正化計画 Ｇ 実現手法

＜次期都市マス構成のポイント＞
・将来像や方針を中心に掲載
・これまで章ごとにあった将来像、方針、施策例を集約
・位置づけや市の動向を示す資料は、参考資料集に集約

１を踏まえて検討
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「都市の将来像」等議論のためのたたき台 

 

 

第１章 都市の将来像（京都基本構想（仮称）案を反映） 

［１］都市計画の理念 

京都は、794 年の平安京建都以来、1200 年を超える期間、都市としての変化・成長

を遂げてきました。その長い歴史を振り返ると、先人達は建都以来幾度もの試練に遭

い、自らの暮らしを守るために、知恵と力を結集し、世界中の文化や技術も積極的に

受け入れながら、伝統に創造を加え、山紫水明の自然の中に、常に個性のある「まち」

を築いてきました。 

その中で、人間と自然を不可分で一体的な存在と捉える自然観を宿した生活様式や

文化様式が根付くとともに、数多くの大学や研究機関が集積する世界有数の学術都市、

精密機器や先端技術産業の国内主要拠点の一つとなり、学術と文化・藝術の双方にお

いて世界有数の都市、いわば「学藝の府」となりました。 

こうした京都の優れた伝統を継承し、市民が安心・安全で豊かな暮らしの実現を目

指すことで、時々の問題に対応しつつ、まちと自然、歴史や伝統と新たな創造、京都

の文化と日本・海外の文化、それぞれの調和と共生を育みながら、未来に向かって、

世界の京都としての位置を確かなものとする都市づくりが本市の都市計画の理念と

いえます。 

本章では、この都市計画の理念の実現に向けて、都市計画の基本的な考え方や目標

とする都市の将来像を共有します。 

 

［２］都市計画に関する基本的な考え方 

（１）メリハリ 

京都の歴史や文化、そして、わたしたちの日々の暮らしの土台となる、三山をはじめ

とする豊かな自然や景観を守りながら、学術都市として、また、先端技術産業等の主要

拠点として今後も発展していくため、バランスに配慮したまちづくりを進めます。 

① 「保全」・「再生」・「創造」のゾーンに大別 

市街地の規模は拡大しないことを基本としつつ、市域を「保全」「再生」「創造」

の３ゾーンに大別し、これを都市づくりの基本としながら、各ゾーンでもバランス

の取れた土地利用を誘導します。 

② 山麓部から市街地内部にかけて段階的な空間構成 

三山の景観をいかしながら、山ろく部から市街地内部にかけて段階的な空間構成

とします。 

○ 保全ゾーン：低層又は中低層を主体 

再生ゾーン：中低層又は中高層を主体 

創造ゾーン：中低層又は中高層を主体としつつ、環境にも配慮しながら高層も許容 

③ 景観、住環境、都市機能のバランスに配慮した土地利用 

景観の骨格は堅持しつつ、景観・住環境・都市機能の３つの観点を考慮しながら、

各エリアのポテンシャルを最大限に引き出す土地利用を進めます。 

 

 

 

資料３－３ 

本日の論点 
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（２）まち柄×アップデート 

京都では、多層的かつ多元的に織り成されてきた長い歴史の中で、住民自治の伝統を

継承する番組小学校や町内会といった単位で形成された個性あふれるまち柄を持つ地

域が集まったヒューマンスケールな都市を形成してきました。 

学術と文化・藝術の双方において世界有数の都市「学藝の府」となりえたのは、その

土台に、これら個々のまちが歴史を大切にしながらも、最先端の技術や文化を取り入れ

る、ひらかれたまち柄を持っていたからです。 

今後とも京都市民の暮らしの根幹となるこのまち柄を守り育てていくまちづくりを

行うことが重要です。 

① まち柄に応じたまちづくり 

職住共存、住工共存をはじめ、住宅、業務、商業、工業、文化施設、学術施設、

寺社仏閣といった様々な用途が混在する京都ならではの土地利用は、日々の生活の

中に歴史と文化が息づき、多様な個性が受容されてきたこのまちのまち柄を反映し

ています。今後もこれらを継承・発展することができるまちづくりを進めます。 

② 職住共存、職住近接の追求 

京都の暮らしの根幹をなしてきた職住共存の住まい方、働き方が、時代の流れや

社会的状況によって変化しつつある中、京都ならではのこれからの職住共存、職住

近接の形を追求し、その特性に応じて、働く場や住む場所を充実させるなど、徒歩

圏内で生活と活動の両方を賄えるとともに、様々な人々が交ざり合い、活躍するこ

とができるまちづくりを進め、日本中・世界中の人々から活動の拠点として選ばれ

るまちを目指します。 

③ 社会の変化にあわせ適切にアップデート 

まちづくりのすべての側面において、古いものをつぶして新たに作り変える「ス

クラップアンドビルド」を進めるのではなく、京都が大切にしてきた古いものを大

切にする文化を引継ぎ、必要に応じて適切にアップデートがされるよう取り組むこ

とで、まちの魅力や活力の維持・向上を図ります。 

 

（３）コンパクト×ネットワーク 

港や空港がない京都においては、鉄道が交通ネットワークの中で大きな役割を果た

しています。それら鉄道網を中心として形成された都市軸を活かしながら、災害に強い

京都ならではのコンパクトでまとまりのある都市を目指します。また、京都の様々なま

ち柄を持つ地域や大学や博物館、文化財や史跡、伝統産業から先端産業までが広く集積

することを活かして、まち全体をキャンパスと捉えてこれらをうまくつなぎ合わせな

がら、京都にかかわるすべての人たちがともに学び合え、夢中と感動にあふれる生き方

を実現できるまちの実現に向け取り組みます。 

① 多極型の都市構造・鉄道駅、幹線沿道等に都市機能を集積 

鉄道駅などの公共交通の拠点や幹線道路沿道に多様な都市機能を集積し、日常生

活を支える商業・サービス、福祉などの機能を備えた生活圏の維持・構築を図りま

す。 

② 東西・南北の都市軸、地域間や周辺とのネットワーク形成 

京都は、約 5000 の町で市街地が構成されるなど、個性的な地域がネットワーク

する都市であり、多様な都市機能の集積した地域拠点とそれを繋ぐ鉄道等の公共交

通をはじめとした都市軸を活用し、地域のつながりを強化します。また、近隣都市

との一体性や相互効果を踏まえ、京都都市圏の中核としての魅力と活力の維持・向
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上を図り、世界から人が集まる都市圏を構築します。 

また、市外から通勤・通学する人々から観光客に至るまで、京都市とさまざまな

関わり方をしている人たちも安心と愛着を抱ける心地よいまちとなるよう、既存の

インフラを活用、駆使すること等により、過度な交通混雑や集中化の解消を図りま

す。 

③ 災害リスクや持続可能性を踏まえたな都市づくり 

災害リスクにも考慮しながら、持続可能な都市構造を目指します。 

 

［３］目標とする都市の将来像 

（１）活力・賑わい 

○ 京都市は、農林業や伝統産業から先端技術産業まで、多様な産業が展開するものづ

くり都市であるとともに、世界から多くの人々が訪れる国際文化観光都市であり、さ

らには近隣都市から多くの通勤者・通学者や買い物客が訪れる商業機能や業務機能

が集積している京都都市圏の中核都市です。 

○ 産業・商業・業務機能や大学をはじめとする知的機能の集積、歴史・文化資源の集

積といった様々な資源をいかし、長期的な視点で、市外の方々とも協力し合い、最新

技術を取り入れることで、世界に類を見ない価値を新たに創造し続け、経済やまち全

体の活力を生み出す源としていきます。 

○ 市民や、世界中から迎え入れた優れた様々な才能を持つ人々が集うことができる環

境を整えることで、日本中、そして世界中の人々から選ばれる、新しい文化を生み出

す「クリエイティブな都市」を目指します。 

（２）暮らし 

○ 京都市は、ヒューマンスケールで個性的な地域が連たんし、ネットワークすること

で、暮らしやすい生活圏が既に形成されています。 

○ 都市の発展と活力を維持するために、身近な生活圏で「職住」のみならず多様な機

能が融合した、暮らしてみたくなる生活空間を目指し、誰もが安心して安全に、住み

たい場所に住むことができ、それぞれが望む生き方や暮らし方を実現できるまちに

していきます。 

○ 京都と様々な関わり方をしているすべての多様な人々が様々な形でつながり合え、

誰もが安心でき、京都に愛着を持てる、心地よいまちを目指します。 

（３）文化・景観 

○ 京都市は、歴史に培われた豊かな文化と奥深い伝統に彩られた国際文化観光都市で

す。  

○ また、環境への負荷が少ないまとまりのある都市構造を有するとともに、いち早く

三山の保全や「歩くまち・京都」の推進、環境保全や生物多様性の保全に取り組むな

ど、環境との共生を大切にしてきた都市です。 

○ 歴史的な建物や庭園、美しい景観、祭りなどの伝統行事、伝統芸能、暮らしの文化、

職人の技が光る伝統産業などの京都の歴史や文化、毎日の暮らしの土台となってい

るこのまちの豊かな自然や景観の恵みをこれからも大切にするとともに、自然を体

感できる機会を創出しながら、未来に引き継いでいきます。 

○ また、このまちの自然や歴史、文化や京都に集まっている、大学や博物館、古いお

寺や史跡、伝統的な産業から最先端の産業等をうまく繋ぎ合せ、まち全体を学びの場

と考え、互いにつながりを持つことで、年齢、性別、国籍、文化の違いを超えて、み

んなで一緒に学び合えるまちを目指します。 
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（４）安心・安全 

○ 京都市では、地震や水害などの災害に対して大きな被害が予想されており、ハード・

ソフト両方の視点から防災面での取組を充実する必要があります。 

○ 歴史都市としての特性を踏まえながら様々な立場の人が連携・協力しながら、災害

への備えを進め、災害の予防、被害の軽減等に取り組んでいきます。 

○ また、ユニバーサルデザインの理念に基づき、出自や生い立ち、年齢、性別、国籍、

性自認や性的指向、宗教や信条、身体的・精神的特徴の有無や程度にかかわらず誰も

が暮らしやすい、安心で安全な都市を目指します。 

 

第２章 テーマ別方針 

（１）活力・賑わい 

１）究める 世界に類を見ない価値を創造するまち 

① オフィス・ラボの集積、研究開発、共創の場づくり 

都心部においては、国内外から訪れる多くの人々の活動を支える都市空間の充実、

魅力的な商業機能、オフィス等多様な都市機能の集積を促進、鉄道駅周辺等には、

地域の生活を支える施設や働く場を充実させます。市民や事業者、専門家などの交

流や伝統産業との融合など、歴史・文化、匠の知恵や技を活かし、クリエイティブ

産業拠点の充実等を図ります。 

② ものづくり産業などの集積・伝統産業の振興 

ものづくり都市を支える活力ある工業地の形成、操業環境の保全・向上や生産機

能の高度化への対応、周辺環境の整備改善・誘導、都市活動を支える幹線道路網の

維持強化などを図ります。また、市民や事業者、専門家などの交流や伝統産業との

融合など、歴史・文化、匠の知恵や技を活かし、クリエイティブ産業拠点の充実等

を進めます。 

 ２）魅せる 夢中と感動に溢れた人生とまち 

①商業機能の集積 

公共交通の拠点、幹線道路の沿道など、既存の商業・業務機能を更に高め、魅力

的な商業機能やオフィスをはじめとする多様な都市機能の集積を促進し、京都都市

圏の中核としての求心力の向上を図ります。 

②市民生活との調和した世界中の人を惹きつける観光都市 

有形無形の京都の特性を守り育むとともに、市民生活と観光の調和の下、住んで

よし、訪れてよし、働いてよしの、質の高い世界中の人を惹きつける観光都市を目

指します。 

（２）暮らし 

１）住まう 住みたい場所に住むことができるまち  

① ニーズや地域の特性に応じた住宅供給や住環境の確保 

市民一人一人の暮らし方に応じた、多様なニーズに合った住まいを選択できるよ

う、地域の特性を踏まえた魅力的な居住環境の充実を進めます。また、居住環境の

充実にあたっては、新規の住宅供給に併せて、既存ストックの利活用を促します。 

② 日常生活を支える機能の適切な配置 

日常生活を支える、医療、福祉、商業、教育、子育て、文化などの機能の適切な

配置を進めます。市街地では、徒歩での生活圏の形成を進めます。また、小路・大

路の沿道地区での特色ある商業、業務機能の誘導を図ります。 

本日の論点 
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２）繋ぐ・動く 安心のもとで健康で文化的な生活を営み続けられるまち 

① 市民の生活を支える公共交通の利便性向上・交通マネジメント 

全ての人が快適、便利に利用できる公共交通の利便性向上策を推進し、自動運転

や MaaS（Mobility as a Service）等の新しい技術を取り入れ、担い手不足に対応

しながら、持続可能な都市を支える公共交通ネットワークづくりを進めます。 

② ウォーカブルなまちづくり 

「歩くまち京都」を更に進化させ、「歩行者」を最優先とするウォーカブルな都市

空間を確保するとともに、地域の特性に応じた道路の使い方の検討や自転車の安

心・安全な利用環境の充実を図ります。 

③ 道路ネットワークの充実 

「ものづくり都市・京都」を支える都市の骨格である幹線道路と市民の活動を支

える補助幹線道路などを連携させることにより、円滑な移動・輸送を確保し、都市

の活力の向上を図るとともに、避難や緊急輸送の機能を確保のため、幹線道路ネッ

トワークの充実を図ります。 

③ 脱炭素化の推進 

環境にやさしい公共交通網の充実、再生可能エネルギーの利用、省エネ性能の向

上、リサイクルの徹底するほか、都市の木質化やグリーンインフラの整備などにも

取り組むことで、京都で培われてきた自然と共生する文化など、京都ならではの多

様性・豊かさを礎とする脱炭素型の都市を目指します。 

（３）文化・景観 

１）守る 自然との不可分性・ 一体性を体感できるまち 

① 良好な景観形成・創造 

優れた景観を引き継ぎ、都市格と魅力を更に高めていくため、三山をはじめとす

る自然景観や歴史的な町並み景観の保全、市民一人ひとりのいきいきとした暮らし

や営みを含めた文化的景観の保全・形成を進めます。 

② 自然の保全・活用 

京都の歴史的景観の背景となる三山や尾根の連なりをはじめとする自然景観に

ついて維持保全しながら、自然と調和したゆとりと潤いのある市街地の形成を図り

ます。また、山間部においては、無秩序な開発の防止を前提に、農林業や地域資源

をいかした地域づくりを進めます。 

２）交ざる・憩う  世界中の人々から活動の拠点として選ばれるまち 

① 文化・大学のまち 

伝統芸能、住まいや生活の文化、伝統産業、京野菜、農林業など地域に根差した

産業や京都らしい職住共存の魅力といった京都の特性を保全・継承するとともに、

京都の歴史や文化、大学、伝統・先端産業など、地域の特性をいかし、文化芸術と

まちづくりの連携を図ることで、新たな魅力や価値を継承・創造する個性豊かな都

市を目指します。 

② 交流するまち 

様々なニーズに対応する身近な公園・緑地やスポーツ・レクリエーションなどの

施設の整備、多様な主体による柔軟な公園運営を進めるほか、図書館等の公共空間

の活用や都市開発の機会を活用した魅力的な空間整備により、にぎわい・交流を生

み出す拠点の充実を図ります。 
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（４）安心・安全 

１）防ぐ・備える  危機に備え、対応し、立ち直ることができるまち 

① 建築物・インフラの防災性能の向上 

ライフラインや橋りょうなどの都市施設や建築物の耐震化の促進や建築物の長

寿命化により健全なストックの形成、建築物の不燃化などの防火性能の向上や建築

物の延焼防止を図るとともに代替路線の確保も含めた道路ネットワークの形成を

進めます。 

② ソフト対策・被災後の復興 

水災害・土砂災害などの頻発・激甚化に対応するため、浸水防止策の推進、災害

に対する意識啓発、情報発信などに努めるとともに、事前復興に向けた取組や土地

利用の規制・誘導に向けた検討を行います。 

③ レジリエンス 

暮らす人や訪れる人の安心安全が確保されるよう、市民と行政が一体となって災

害にしなやかに対応できる都市の形成を図ります。また、被害を受けた場合におい

ても地域社会の強い絆を守りつつ迅速な復旧・復興を図ります。 

２）支え合う支える 多層的なつながりで、安心と愛着を抱けるまち 

① 多様なコミュニティ活動 

地域コミュニティと連携したまちづくりや地域固有の居住環境の整備などを通

じて、地域活動が盛んな都市を目指します。 

 

 



   

【次期都市計画マスタープランの位置付け イメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

次期京都市都市計画マスタープラン 
（目標年次：令和３２年） 

・都市づくりの将来ビジョンの明確化 

・都市づくりを進めるための指針 

・都市計画決定・変更の指針 

・共汗（パートナーシップ）のまちづくりの共通の指針 

■関連計画 

 

京都市住宅マスタープラン 

 

「歩くまち・京都」総合交通戦略  

 

京都観光振興計画 等 

京都基本構想（仮称） 
（２０２６（令和８）～２０５０（令和３２）年）※年内策定予定 

 
時代に左右されない京都のまちの基軸、羅針盤 

＜役割＞ ・まちが有する価値や強み、将来の見通し及びそれに対する備えを示す 

・行政、市民、事業者等の分野横断的な連携を創出し、課題解決につなげる 

京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 
（令和６年１２月京都府知事決定、目標年次：令和１７年） 

 
都市計画区域の目標のほか、区域区分、土地利用、都市施設、市街地開発事業、自然環境の整備又は保全に関する方針を示した計画 

 

新京都戦略 

 

 

 
令和９年度

までに取り

組む政策、政

策を推進す

るためのし

ごとの仕方

改革、財政・

組織体制の

今後の方針 

京都市持続可能な都市構築プラン（立地適正化計画） 
 

将来にわたって、暮らしやすく、魅力と活力のある都市構造を目指

した土地利用の誘導等を図るための指針 

 

・持続可能な都市構造を目指す本市の特徴と課題の整理 

・持続可能な都市のあり方やその実現に向けた方針 

・市内各地域の将来像の明示と推進方策 

・都市の防災に関する機能の確保に関する指針    など 

 世界文化自由都市宣言 

１９７８（昭和５３）年 

連携 

＜分野別計画＞ 

連携 

資料３－４ 



次期都市計画マスタープランの検討スケジュール（想定） 

 

 

令和７年度 

 

７月   第１回部会開催 

 

８月 

      第２回部会開催 

９月     

 

１０月 

      第３回部会開催 

１１月 

 

１２月 

      第４回部会開催 

１月 

 

２月 

      第５回部会開催 

３月 

 

令和８年度 

 

４月   

 

５月 

      

６月 

      第６回部会開催 

７月 

 

８月 

 

市民意見 

募集等 

都市計画審議会 

都市計画審議会 

８月上旬 

都市計画審議会 

１１月ごろ 

都市計画審議会 

３月ごろ 

資料４ 
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現行都市計画マスタープランでの主な取組（直近１５年） 

 

１ 土地利用 

地域地区等の見直し 

2015(平成 27)年 12 月 「京都市駅周辺等にふさわしい都市機能検討員会」を設置

し、公共交通機関である駅周辺にどのような都市機能を集積さ

れることがふさわしいか等について検討を行い、都市計画(用

途地域、容積率、高度地区等)の見直しを実施 

○ 京都駅周辺       ○太秦天神川駅周辺 

○ 桂川駅・洛西口駅周辺  ○竹田駅・くいな橋周辺  

○ 十条駅・上鳥羽口駅周辺 

2019(令和元)年 12 月 「持続可能な都市の構築」及び「新景観政策の更なる進化」

に向けて、地域特性に応じて暮らしや営みを活き活きとしたも

のに誘導し、魅力的で持続可能なまちづくりを推進するため、

都市計画の見直し（用途地域、容積率、高度地区等）を実施 

○五条通沿道（ＪＲ丹波口駅～西大路通） 

○御池通沿道（ＪＲ二条駅～西大路通） 

○葛野大路通（太子道～天神川、三条通～四条通） 

○国道１７１号～祥久橋～国道１号 

○らくなん進都、四条通以南の工業地域等 

2023(令和 5)年 4 月 暮らしの豊かさや利便性につながる都市機能を集積・充実さ

せるとともに、若年・子育て世代が「京都で住みたい、学びた

い、働きたい、子育てしたい」とより一層思える魅力的な空間

の創出を図っていくため、都市計画の見直し（用途地域、容積

率、高度地区等）を実施。 

① 都市格の向上により高まった都心部の熱を受け止める新たな拠

点の形成（京都駅南部、梅小路京都西駅周辺） 

② 京都の未来を支える若い世代に選ばれる居住環境の創出 

（外環状線沿道、市街地西部の工業地域） 

③ 隣接市町の都市開発や将来的な都市基盤との連動による一体

的・連続的なまちの形成（向日町駅、桂川・洛西口駅、淀駅周辺） 

 

 

京都駅周辺の活性化 

【地域まちづくり構想への位置付け】 

2016(平成 28)年 8月 京都駅西部エリア 

2018(平成 30)年 8月 京都駅東南部エリア 

2019(令和元)年 8 月 京都駅東部エリア 

【都市再生緊急整備地域の拡大（国による指定）】 

2013(平成 25)年 7月 ・大規模災害時における京都駅周辺の帰宅困難者対策の取組を

進めていくため、駅北側に区域を拡大するとともに、地域名を

「京都駅周辺地域」として、指定 

・平成 26 年 5月に、高度利用地区も拡大 

参考資料１ 
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2015(平成 27)年 7月 梅小路公園敷地への京都水族館、京都鉄道博物館の建設やＪ

Ｒ西日本山陰線新駅（平成 31年 3月「梅小路京都西駅」として

開業）の設置によりこの地域の一層の魅力向上が図られること

が想定されることから、当該地域において、民間の都市開発事

業を支援し、想定される大規模低未利用地の戦略的な土地利用

の促進が図られるよう、指定 

2024(令和 6)年 12 月 ①京都駅周辺・京都南部油小路通沿道地域（拡大指定） 

都市計画の見直しや京都駅南オフィス・ラボ誘導プロジェク

ト「サウスベクトル」等により、働く場の創出や若者・子育て

世代を惹きつけるまちづくりなどに一層注力しているところ

であり、このような取組を加速させ、京都の新たな活力を生み

出す創造ゾーンの中心の形成を図るため、区域の統合と区域の

一部を拡大して指定。 

②京阪三条地域（新規指定） 

祇園などの繁華街や東山などの観光地に近接し、文化芸術ゾ

ーンである岡崎地域へのアクセスも良く、賑わい・観光・文化

芸術の拠点となる立地であるうえ、鉄道と主要なバス路線が結

合する交通結節点のポテンシャルが高いエリア。都市マスに

も、「商業・業務機能などの充実とともに、学校跡地の活用や団

地再生事業により生まれた用地などの有効活用が進み、多様な

機能が集積したにぎわいと活力あふれる拠点を形成」するとさ

れており、当該エリアのポテンシャルを活かし、国内外から多

様な人々が集い、暮らし、働き、交流する、にぎわいと活力あ

ふれる拠点を形成することを目指し指定。 

 

岡崎地域の活性化 

2015(平成 27)年 9月 平安神宮前の神宮通を歩行者専用空間「岡崎プロムナード」

として整備 

2015(平成 27)年 11 月 「京都市動物園」グランドオープン 

2016(平成 28)年 1月 「ロームシアター京都」開館 

2020(令和 2)年 5 月 「京都市京セラ美術館」リニューアルオープン 

 

地区計画の決定 

2012(平成 24)年 8 月 西ノ京桑原町地区 2015(平成 27)年 12 月 下木屋町地区 

 祇園四条地区 2016(平成 28)年 11 月 東九条西山王町地区 

2013(平成 25)年 7 月 太秦安井山ノ内地区 2019(令和元)年 8 月 京都橘大学地区 

 姉小路界わい地区 2019(令和元)年 12 月 高野東開・西開地区 

 河原町商店街地区 2022(令和 4)年 3 月 膏薬辻子地区 

2013(平成 25)年 12 月 大原戸寺町地区 2022(令和 4)年 6 月 向島ニュータウン地区 

2014(平成 26)年 11 月 京都御苑東地区 2022(令和 4)年 11 月 久世築山町ものづくり

拠点地区 

2015(平成 27)年 8 月 古門前通元町地区 2024(令和 6)年 4 月 向島国道 1号周辺地区 
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２ 歩くまち 

四条通歩道拡幅事業 

2015(平成 27)年 10 月 車線を４→２車線とし、歩道幅を最大２倍に拡幅した。ゆっ

たり歩ける歩行空間の充実により、安心安全や快適性、さらに

は、まちなかの賑わいを創出 

 
バリアフリー移動等円滑化基本構想の策定 

2013(平成 25)年 3月 太秦 
JR 太秦駅、京福帷子ノ辻駅、京福太秦広隆寺

駅、京福常盤駅 

大宮 阪急大宮駅、JR 二条駅、京福四条大宮駅 

2014(平成 26)年 3月 JR 藤森 JR 藤森駅、京阪墨染駅 

深草 京阪深草駅、JR 稲荷駅 

西院 阪急西院駅、京福西院駅、京福西大路三条駅 

2015(平成 27)年 3月 阪急嵐山・松尾大社 阪急嵐山駅、阪急松尾大社駅 

上桂 阪急上桂駅 

桃山 
JR 桃山駅、近鉄丹波橋駅、近鉄桃山御陵前駅、

京阪丹波橋駅、京阪伏見桃山駅 

2017(平成 29)年 3月 西大路 JR 西大路駅 

2019(平成 31)年 3月 東福寺（鳥羽街道エリア） 京阪鳥羽街道駅 

 
市バス・地下鉄の利便性の向上、安全性の確保 

【利便性の向上】 

2014(平成 26)年 3月 市バスの均一運賃区間の「嵯峨・嵐山地域」への拡大や 35 年

ぶりの大幅な増車などの「市バス新運転計画」を実施 

2018（平成 30）年 3 月 地下鉄烏丸線の通勤通学時間帯に 4往復の増便、東西線の浜

大津方面から乗り入れる京阪車の太秦天神川行を増便 

2022（令和 4）年 3月 コロナ禍の影響により、地下鉄の夜間時間帯 2 往復の減便  

2022（令和 4）年 12 月 コロナ禍の影響により、地下鉄の昼間時間帯 4 往復の減便 

2024(令和 6)年 6 月 市民生活と観光の調和を目指し、御利用状況に応じた輸送力

の再配分等による、「観光特急バス」の新設など、１０年ぶりの

大幅な市バス路線・ダイヤの改編を実施 

※ 昨今の担い手不足の深刻化により、２０２５年３月のダイヤ改正で

は、減便を実施 

令和 7年 2月 お客様数の増加（回復）に伴い、地下鉄の昼間時間帯 4往復

の増便（復便）及び烏丸線平日朝ラッシュ時に 1往復の増便 

【可動式ホーム柵の設置】 

2014(平成 26)年 12 月 烏丸御池駅 

2015(平成 27)年 10 月 四条駅 

2015(平成 27)年 12 月 京都駅 

2023(令和 5)年 1 月 北大路駅 

 
駅ナカ商業空間「Kotochika（コトチカ）」展開 

2010(平成 22)年 10 月 「Kotochika 四条」開業 

2011(平成 23)年 5月 「Kotochika 御池」開業 
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2013(平成 25)年 3月 「Kotochika 京都」開業 

2014(平成 26)年 10 月 「Kotochika 山科」開業 

2016(平成 28)年 1月 「Kotochika 御池」拡充 

2017(平成 29)年 3月 「Kotochika 京都」南エリア開業 

2018(平成 30)年 3月 「Kotochika 北大路」開業 

 
３ 景観 

歴史的景観の保全に関する景観政策の充実 

2018(平成 30)年 10 月 世界遺産をはじめとする寺社等とその周辺の景観を保全す

るため、平成 29 年度に「歴史的景観の保全に関する具体的施

策」を取りまとめ、「景観規制の充実」「有効な支援策」「景観づ

くりの推進」の 3つを柱とし、地域の歴史、文化、成り立ちな

ど、その地域で大切に守るべきものを市民、事業者、歴史的資

産の所有者と共有しながら、3 つの柱を一体的に進めることに

より、文化首都にふさわしく、全国をリードする京都の景観づ

くりを推進 

【平成 30年 10 月施行】 

○ 京都市眺望景観創生条例等の改正 

・境内地周辺の道路等を視点場として 23 箇所を定義 

・優れた眺めを守るべき場所としての「視点場」を 11 箇所追加 

・事前協議（景観デザインレビュー）制度の創設 

○ 京都市市街地景観整備条例等の改正 

・美観地区及び美観形成地区の擁壁に関する高さ制限の強化 

・専門家派遣制度の充実 

 
新景観政策の更なる進化 

2019(令和元)年 12 月 ・平成 19 年から実施している「新景観政策」の更なる進化を検

討し、地域の特性に応じたきめ細やかな景観形成を図るため、

建築物の景観に関する規制の見直しを実施 

【令和元年 12 月施行】 

・五条通沿道の景観地区の見直し 

・歴史遺産型美観地区（一般地区）における適切な勾配屋根の誘導（高度

地区） 

・幹線道路沿道の地域特性を踏まえたデザイン基準の見直し（景観地区） 

【令和２年４月施行】 

・両側町の「通り景観」に配慮した景観地区の見直し 

・室外機等の設備機器に関するデザイン基準の見直し 

【令和５年４月施行】 

・屋外階段、機械式立体駐車場を設置する場合の取扱いに関するデザイン

基準の見直し 

 

2021（令和 3）年 4月 ・地域の特性に応じて暮らしや営みを活き活きとしたものに誘

導し、魅力的で持続可能なまちづくりを推進するため、「地域の

まちづくりの推進と特例制度の活用」について、仕組みの創設
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及び規制の見直しを実施 

 

【令和３年４月施行】 

・高さ規制の特例許可対象に「まちづくりに貢献する建築物」を追加 

・既存不適格建築物の増築に対する高度地区の手続の合理化 

【令和３年６月施行】 

・デザインの創造性を発揮する仕組みの創設 

 

・景観づくりに関する専門家派遣制度を充実させ、「地域ごとの

ビジョン」に応じた景観づくりを支援対象に追加 

 

京町家の保全 

2017(平成 29)年 11 月 歴史都市・京都の歴史、文化及び町並みの象徴である京町家

の保全及び継承を、多様な主体との協働の下に推進していくこ

とを目指し、「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」（京

町家条例）を制定 

2018(平成 30)年 5月 京町家を取り壊そうとする場合、できるだけ早い段階で京都

市まで届出を行う「京町家の解体に係る届出制度」や、解体に

係る届出に至る前の段階での保全及び継承に係る協議を行う

「京町家の保全及び継承に係る協議制度」を施行 

2018(平成 30)年 5月 京都市に登録された建築関連団体や不動産関連団体の専門

事業者が、京町家の改修方法や活用方法、京町家を継承・活用

したい方とのマッチング等を提案・助言する「京町家マッチン

グ制度」を創設 

2018(平成 30)年 9月 京町家条例に基づく指定地区内の京町家や個別指定の京町

家を対象に京町家の保全・継承に必要となる改修工事に係る費

用や、個別指定の京町家を対象に日常的な維持修繕にかかる費

用の一部を補助する制度を創設 

2020(令和 2)年 10 月 個別指定及び指定地区内の京町家のうち、担い手が見つから

なったものについて、本市が借り上げ、これを公募により選定

した民間事業者に転貸し、民間の活力により、改修・活用を行

う「京町家賃貸モデル事業」の開始 

2021(令和 3)年 3 月 新町家の普及に協力いただける事業者（新町家パートナー事

業者）を募集し、紹介する取組の開始 

 

無電柱化事業 

都市マス後の主な整備

箇所 

上七軒通、松原通、愛宕街道、銀閣寺通、小川通、先斗町通、

長辻通 等 

2018(平成 30)年 12 月 ・「無電柱化の推進に関する法律」や国の「無電柱化推進計画」

を踏まえ、より無電柱化を効率的かつ計画的に進めるため、長

期的な整備方針を示した「今後の無電柱化の進め方」を策定 

・「今後の無電柱化の進め方」の考えを踏まえ、今後概ね 10年

間で整備を目指す道路を示した「今後の無電柱化の進め方」実

施計画を平成 31 年 3 月に策定 
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４ 防災 

防災対策 

2017(平成 29)年 3月 府市協調により市内全ての土砂災害特別警戒区域等の指定

完了 

2018(平成 30)年 3月 「災害に強いまち」の実現に向けて、より強靭で安心・安全

なまちづくりを総合的、計画的に促進するため、国土強靭化基

本法に基づく、本市の防災・減災対策の指針となる「京都市国

土強靭化地域計画」を策定 

2023(令和 5)年 3月 国や京都府の国土強靭化計画の改定内容、災害・危機管理事

案や新型コロナ禍などを考慮した新たな視点を追加し、改定。 

 

耐震改修等の助成制度 

2012(平成 24)年 4月 木造住宅の日常的なリフォーム工事に併せて簡易な耐震改

修を行う場合に工事費用の一部を補助する「まちの匠の知恵を

活かした京都型耐震リフォーム支援事業」を創設 

2024（令和 6）年 4月 令和 6年 1月の能登半島地震を受け、木造住宅の耐震・防火対

策をより一層加速化するべく、支援事業の内容を大幅に拡充し

た。あわせて、「「まちの匠・ぷらす」京町家・木造住宅 耐震・

防火改修支援事業」に改称。 

 

５ 道路 

幹線道路等の整備 

2013(平成 25)年 3月 向日町上鳥羽線開通（国道 171 号～葛野大路間） 

2013(平成 25)年 4月 第二外環状線（通称「にそと」）の沓掛インターチェンジ～大

山崎ジャンクション間と大山崎大枝線第一工区開通 

2015(平成 27)年 7月 「京都縦貫自動車道」全線開通 

2016(平成 28)年 3月 「阪急京都線（洛西口駅付近）連続立体交差化事業」高架化

完成 

2019(平成 31)年 4月 京都高速道路 新十条通の京都市への移管・無料化 

2020(令和 2)年 3 月 鴨川東岸線（第 2 工区（JR 奈良線南側～松風橋間））開通 

2021(令和 3)年 3 月 北泉通開通 

 

道路・橋りょう整備の方針等 

2017(平成 29)年 2月 災害時における避難ルートや緊急車両等の通行を確保する

ため、具体的な取組目標を示した「いのちを守る 橋りょう健

全化プログラム（第２期）」を策定 

2017(平成 29)年 3月 市民の安心・安全の確保や京都のまちの持続的成長のために

必要となる道路整備事業を実施するため、整備路線や選定に係

る考え方として「今後の道路整備事業の進め方」を策定 

2022(令和 4)年 3 月 第 2 期プログラムの計画期間（平成 29 年度～令和 3 年度）

が満了することに伴い「いのちを守る 橋りょう健全化プログ

ラム（第３期）」を策定 
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６ 公園・緑地 

梅小路公園の整備 

2012(平成 24)年 3月 梅小路公園内に「京都水族館」開業 

2014(平成 26)年 3月 梅小路公園に「すざくゆめ広場」と「市電ひろば」開園 

2016(平成 28)年 4月 梅小路公園内に「京都鉄道博物館」開業 

2019(平成 31)年 3月 ＪＲ新駅「梅小路京都西駅（JR 嵯峨野線）」誕生 

 

公園・緑地の方針等 

2014(平成 26)年 2月 都市計画公園の見直し 

【全廃止】５箇所  【一部廃止】１３箇所 

2017(平成 29)年 8月 今後の市街地での緑化の在り方として、地域力を活かして市

街地緑化を推進し、「どこを見ても庭園のように設えられてい

る」緑の文化首都・京都を目指す「市街地緑化の在り方」を策

定 

2024(令和 6)年 2 月 地域主体の柔軟な管理運営を、民間企業等の多様なサポート

団体が運営支援することにより、公園の魅力向上を目指すとと

もに、地域コミュニティの活性化など、地域課題の解決や価値

向上に寄与することを目的として、「Park-UP 事業」を創設 

 

７ 市街地整備 

土地区画整理事業の実施 

完了 深草東寺大山地区、上鳥羽南部地区 

事業中 伏見西部第三地区、伏見西部第四地区、伏見西部第五地区、崇

仁北部第一地区、崇仁北部第二地区 

廃止（2014(平成 26)年

2 月） 

【全廃止】６箇所 

西京極地区、太秦地区、伏見地区、松ケ崎地区、山科東部地区、

洛西第三地区 

【一部廃止】７箇所 

 

細街路・密集市街地対策 

2012(平成 24)年 7月 密集市街地・細街路対策の基本的な考え方を示した「歴史都

市京都における密集市街地対策等の取組方針」を取りまとめる

とともに、細街路対策の具体的あり方を示した「京都市細街路

対策指針」を策定 

2013(平成 25)年 7月 ・京都市が空き家対策に取り組むうえでの方針及び施策の在り

方について定めた「総合的な空き家対策の取組方針」を策定 

・平成 26 年 4月には、その取組を進めるための条例「京都市空

き家の活用、適正管理等に関する条例」を施行 

2021(令和 3 年）年 3

月 

現在の課題や国の動向、社会情勢を踏まえ、より一層、密集市

街地・細街路の安全性確保のために必要な対策を推進していく

ため、「歴史都市京都における密集市街地対策等の取組方針」を

改定 
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８ 水・河川 

雨に強いまちづくり 

2015(平成 27)年 3月 近年、全国的に記録的な大雨が発生しており、京都市におい

ても、河川の氾濫等による甚大な浸水被害が発生し、より着実

に対策を実施していくことが重要な課題となっているため、推

進計画で示す方針に沿った浸水対策事業の実効性を確保し、

「雨に強いまちづくり」を更に力強く推進する、事業の具体的

な内容と年次計画を定めた「京都市「雨に強いまちづくり」推

進行動計画」を策定 

2021(令和 3)年 3 月 集水域から氾濫域まで、流域のあらゆる関係者が連携して流

域治水に取り組む「流域治水」の考え方に基づいて、ソフト・

ハードあらゆる対策を関係局区の更なる連携及び融合を強化

して取り組むための「京都市「雨に強いまちづくり」推進方針」

を策定 

 

水環境の整備 

2018(平成 30)年 3月 「四条堀川交差点・雨庭（雨水をゆっくり地中に浸透させる

植物空間）」完成 

2018(平成 30)年 3月 67 年ぶりに琵琶湖疏水通船の復活（本格運航開始） 

2025(令和 7) 年 3月 「四条堀川交差点」の雨庭整備して以降、累計１５箇所の雨庭

を整備（平成３０年度～令和６年度） 

 

９ その他市民の暮らしを支える施設 

公共施設マネジメントの方針 

2014(平成 26)年 3月 「公共施設マネジメント」を着実に推進し、本市が重点的に取り

組む他の政策分との融合を図りながら、市民とともに、安心・安

全で上質な価値の高い施設の構築を進めることを目的とした「京

都市公共施設マネジメント基本方針」を策定 

2015(平成 27)年 3月 方針に掲げる基本的な考え方等を踏まえ、取組の具体化を図るた

め、「京都市公共施設マネジメント基本計画」を策定 

2025(令和 7)年 3 月 計画の期間（平成 27 年度から令和 6 年度まで）満了に伴い、市

民意見の募集結果等を踏まえ、第２期計画（令和 7 年度から 16

年度まで）を策定 

【個別施設計画の策定】 

公共建築物 ・京都市市営住宅ストック総合活用計画（平成 23 年 2 月、令和

3 年 9月） 

・京都市庁舎施設マネジメント計画（平成 29 年 3月） 

・京都市学校施設マネジメント基本計画（平成 29年 3 月） 

公共土木施設 ・京都市橋りょう長寿命化修繕計画（平成 23年 12 月・令和 4年

3 月見直し） 

・トンネル長寿命化修繕計画（平成 27 年 3 月・令和 7 年 3 月見

直し） 

・道路付属施設長寿命化修繕計画（平成 28年 12 月・令和 7年 3

月） 
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・道路のり面維持保全計画（平成 29 年 2 月・令和 4 年 3 月見直

し） 

・舗装長寿命化修繕計画（平成 30 年 3 月・令和 5年 3 月見直し） 

・京の公園魅力向上指針（平成 30年 3月） 

公営企業関連施設 ・水道及び下水道施設等マネジメント基本計画（平成 29 年 3 月） 

・交通事業施設マネジメント計画（平成 31年 3月） 

 



参考資料２
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立地適正化計画（防災指針）について 
 

○ 立地適正化計画とは 

都市計画法を中心とした従来の土地利用の計画に加えて、居住や都市機能の誘導

によりコンパクト・プラス・ネットワークの形成に向けた取組を推進しようとする

もの。京都市は平成３１年に策定（名称は「持続可能な都市構築プラン」）。  

 

○ 防災指針とは 

 ・ 令和２年の都市再生特別措置法改正により、立地適正化計画に「防災指針」を

記載することとなった。 

 ・ 防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する

機能の確保を図るための指針であり、当該指針に基づく具体的な取組を定めるこ

ととされている。 
 

《都市再生特別措置法における立地適正化計画の定義》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３－１ 

＜立地適正化計画＞ 
第八十一条 市町村は、単独で又は共同して、都市計画法第四条第二項に規定する都市計
画区域内の区域について、都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施設（医
療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な
施設であって、都市機能の増進に著しく寄与するものをいう。以下同じ。）の立地の適正
化を図るための計画（以下「立地適正化計画」という。）を作成することができる。 

２ 立地適正化計画には、その区域を記載するほか、おおむね次に掲げる事項を記載する
ものとする。 

一 住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針 
二 都市の居住者の居住を誘導すべき区域（以下「居住誘導区域」という。）及び居住環境
の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区域に都市の居住者の居住を誘導するた
めに市町村が講ずべき施策に関する事項 

三 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域（以下「都市機能誘導区域」という。）及び
当該都市機能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能増進施設（以下「誘導施設」
という。）並びに必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導区域に当該誘
導施設の立地を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項（次号に掲げるもの
を除く。） 

四 都市機能誘導区域に誘導施設の立地を図るために必要な次に掲げる事業等に関する事
項 
イ 誘導施設の整備に関する事業 
ロ イに掲げる事業の施行に関連して必要となる公共公益施設の整備に関する事業、市
街地再開発事業、土地区画整理事業その他国土交通省令で定める事業 

ハ イ又はロに掲げる事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事務又は
事業 

五 居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地及び立
地の誘導を図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針（以下この条におい
て「防災指針」という。）に関する事項 

六 第二号若しくは第三号の施策、第四号の事業等又は防災指針に基づく取組の推進に関
連して必要な事項 

七 前各号に掲げるもののほか、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るために
必要な事項 
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参考資料３－２


